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学習意欲の小・中比較
◆全国

■奈良

教員の資質向上のために

・熱心な教員ほど、子どもの日々の姿にのみ気を取られてしまい、全国的な
状況の中で、自校の子どもの課題を把握できていない傾向が見られる。
・自校の子どもの課題を把握し、自校の取組の強みと弱みを認識することで、
自らの授業改善へのモチベーションにつなげる。

全国調査における各学校のＫＰＩをレーダーチャートにして配布し、各学校
で研修を実施するように指導

全国調査の結果から、学力の向上が進まない状況や学習意欲、規範意識が低位である傾向が続いている。児童生徒の学力、学習意欲、規

範意識を向上させるためには、教員の資質向上が重要。

教員が自校の課題を把握し、自らの授業改善に生かす

興味を喚起する授業、子どもが質問できる授業の実施

・学習意欲は、小から中へと学校段階が上がるにつれ低下。
・子どもの学習意欲を高める興味を喚起する授業、子どもが質問できる授業
が、小学校に比べ、中学校ではあまり行われていない。

小・中合同の授業研究に優先的に指導主事を派遣。教員が学び合う機会
とし、特に中学校教員が、小学校の授業づくりを自らの授業に生かす。

学力向上の効果的な方策を研究し、教員に指導（予定）

・２年前に県独自の学力調査を行った小４と中１が、今年度に全国調査を実
施しており、調査結果の比較による同一集団の経年変化を現在分析中。
・同一集団で学力向上が顕著な学校への聞き取り調査を今後実施予定。

調査報告を本年度中にまとめるとともに、報告の中で、教員に求められる
授業力の具体を明らかにし、市町村教育委員会をはじめ各学校教員への
周知・普及を図る予定。

（％）

貴校

平成29年度全国学力・学習状況調査

学校名 ○○立△△小学校

学習に対する関心・意欲・時間等（抜粋）

全国平均

差

+4.9

項目（奈良県教育振興大綱の重要業績評価指標）

「とても当てはまる」「まあ当てはまる」と回
答した児童の割合（％）

65.4 60.5１．国語の勉強が好き

20

40

60

80
１．国語の勉強が好き

２．国語の勉強は大切

３．国語の授業の内容はよく分

かる

４．国語の授業で学習したこと

は、将来、役に立つ

５．算数の勉強が好き

６．算数の勉強は大切
７．算数の授業の内容はよく分

かる

８．算数の授業で学習したこと

は、将来、役に立つ

９．家で、自分で計画を立てて

勉強をしている

１０．家で、普段（月～金）の学

習時間※

１１．学校の授業時間以外の読

書の時間※

全国平均を50としたときの貴校の割合 全国平均（50）

※10、11について、「全くしない」と回答した児童を除く児童の割合を示しています。
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県立教育研究所では、学び続ける教職員を育成するため、キャリアステージに応じたＯＦＦーＪＴや訪問研修等のＯＪＴの活性化に

取り組んでいる。

教職員の資質・能力向上のための包括的研修システム

学び続ける教職員の育成

Ｏ
Ｆ
Ｆ-

Ｊ
Ｔ
の
活
性
化

基礎形成期 基礎定着期 伸長期 充実期

法
定
・指
定
研
修

希
望
研
修

１年目 ２・３年目 ４～１１年目 １１～２１年目 ２１年目～

初任者研修 初期研修 コアリーダー研修 管理職等研修中堅教諭等資質向上研修
（４２６０） （３５１２） （２８０） （８４２）（１１５７）

教科等専門研修

今日的課題研修

（８５０）

（１３４５）

Ｏ
Ｊ
Ｔ
の
活
性
化

学校等への訪問研修

訪問研修 （１５５９）

自己啓発支援研修

これが聴きタイム研修 （２４５）

トワイライト研修 （４８）

Ｓ
Ｄ
の
活
性
化

大学と連携して
研修講座を実施

※（ ）の数字は平成29年度12月1日現在での受講者数
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研修システムの改善・構築について

若手教員の主体的・協働的な学び合いや中堅教員の自律的・継続的な学び、教育課題に対応した学びのために研修システムを

構築し、奈良県の教職員全体の資質・能力の向上を目指す。

中堅教諭等の自律的で継続的な学びの
設計・実践による資質・能力の向上

管理職の指導の下、
キャリアパスを自ら設計して
継続的に進める研修

【研修内容】
○４～１１年目
共通研修 ５日間
○８～１１年目
自己啓発研修（選択） 継続的に１年間

キャリアステージに応じて主体的・弾力的に学び続け
ることができる研修の実現

中堅教諭等資質向上研修
（平成30年度改善予定）

自己啓発研修コース
下記のいずれかのコースを自ら選択
○ 社会体験研修
（子ども家庭相談センター、民間企業等）

○ 校内・自主研修
○ 教科等研究会研修
○ 教科等課題研修

【受講対象者】
○旧免許状保持者
（生年月日･･･およそ10年ごと）
○新免許状保持者
（有効期間・・・10年）

平成30年度以降の奈良県の
教職員全体の資質・能力の向上

【講習内容】
○選択領域 ６～12時間
○プログラミング教育、
小学校英語・外国語活動
道徳教育
教育相談 等

コアリーダー、中堅教諭等一定間隔での
様々なキャリアを対象とした研修の実現

教員免許状更新時期における
全教員を対象とする

県の教育課題に対応した研修

免許状更新講習
（平成30年度新設予定）

若手教員の主体的・協働的な
学び合いによる資質・能力の向上

２年目、３年目教員を対象とする
５つの拠点校を中心とした
継続的・実践的な研修

２年目、３年目教員全体への学びの普及
○２年目教員全体での授業づくり・公開授業
○３年目教員全体での単元構想
○拠点校での学びをWebサイト上で共有
（２、３年目教員同士が掲示板を通して交流）

拠点校内における学びの普及
○若手を中心とした経験年数が異なる教員
の主体的な学び合いの広がり
○校内研修の活性化

初期研修
（継続実施）

【研修対象者】
○２年目、３年目教員

【研修内容】
○授業づくり・公開授業
○単元構想
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早稲田大学との連携による教員の指導力向上研修

インクルーシブ教育モデルを構築するため、早稲田大学との連携による研修プログラムを実施。

通常の学級における特別支援教育の推進 インクルーシブ教育モデルの構築

インクルーシブ教育モデルの構築～学びのユニバーサルデザイン(UDL)で進める授業づくり～

目的：学びのユニバーサルデザイン（ＵＤＬ）におけるアセスメントの方法や多様性に応じた支援の在り方について学び、
特別支援教育コーディネーターリーダーの指導力向上を目指す。
UDL（Universal Design for Learning）米国のＣＡＳＴが提唱した、学習者が主体的に学ぶことができるようにするための理論的な枠組み。

研修プログラムの概要

早稲田大学
早稲田大学 本田恵子教授
早稲田大学大学院 高橋あつ子教授
ニューヨーク州公認スクールサイコロジスト

バーンズ亀山静子先生

奈良県
教育振興課
教育委員会
・教育振興大綱推進課
・学校教育課
・教育研究所

連携

期日 ： ５／３１ ・ ６／１２ ・ ７／７ ・ １０／２０ ・ ２／２３ 計５日間
内容 ：◇子どもの背景を探る実態把握

◇年間ゴールと短期目標を明確にした「個別の指導計画」の作成
◇通常の学級の授業が進化する学習指導案作成と授業実践

特別支援教育コーディネーターリーダー （幼・小・中・高・特）３５名

インクルーシブ教育における学習の在り方

主体的な学びの実現
◆自らの学び方の特徴を知る。
◆自らの学びに合った学習方法を選択できる。

多様性への対応
「複数のアプローチ」の選択肢を用意
学びのスタイルに合わせた例
（複数のプリント・活動パターン・
タブレット使用等）

個に応じた指導
「個別の指導計画」に基づい
た適切な指導

教授者中心の学習から “学習者中心の学習”へ

多方面からのアセスメント （個々の学びの特性・学級全体の学びの特性）
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